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Ⅴ 取調べへの対応

捜査弁護活動における
被疑者取調べ対応の位置づけ1

（1）弁護活動における被疑者供述の意義
　弁護活動の目的との関係で、被疑者供述を
どのようにコントロールするかにかかわる対
応は重要です。
　被疑者供述が持つ積極的効果は、まず、①
勾留要件を否定する証拠になりうることです。
次に、②検察官の終局処分を公判請求回避へ
と導く働きかけになりうること、つまり、被
疑者の弁解を公判でつぶせないリスクや被疑
者に有利な情状が明らかになることによって、
不起訴処分への誘導が行われるということで
す。さらに、③公判での被告人供述について、
これと一致する被疑者初期供述が存在するこ
とを示すことにより信用性を増強できること、
つまり、証拠開示後に後付け的に作出された
供述であるとする検察官からの弾劾に対して、
証拠開示前から既に供述していたと反論する
材料になるということがあります。
　他方、消極的効果としては、まず、①勾留
要件を増強する資料となるおそれがあること、
つまり、否認供述をすればするほど、正しい
評価かどうかは別にして、実務的には、罪証
隠滅のおそれを推認されてしまうことです。
次に、②公判での弁解に対する弾劾資料とさ
れるおそれがあること、つまり、他の動かし
難い証拠と整合しないと解釈される被疑者供
述を残してしまったり、公判供述と矛盾して
いると評価される被疑者供述を残してしまっ
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たりすることです。捜査段階から否認供述を
継続していた場合であっても、多くの場合、
公判段階では微妙に内容がずれることがあり
ます。本質的なズレではなくても、検察官か
らは、「先ほどの弁護士からの質問には×××
と答えましたね。間違いありませんね。でも、
捜査段階では違うことを言っていたでしょう」
といやらしい反対尋問を受けることになりま
す。こうしたリスクを避けるため、被疑者に
捜査段階の供述をさせない方がよい、黙秘権
を行使させた方がよいということがよくいわ
れます。さらに重要な消極的効果は、③被害
供述や目撃供述の誘導材料を提供してしまう
点です。虚偽の被害供述や目撃供述がなされ
ている場合、供述者は、実体験を有していま
せんから、当然、細かな事情を知らない立場
にあります。捜査機関から、被害状況や目撃
状況について細かく聞かれると、「そこまでは
覚えていないけれども、あの人が犯人である
ことには間違いない」などと言い張る場合が
多いことになります。捜査機関としては、細
かな事情に関する供述内容も録取して、被害
供述や目撃供述の信用性を高めたいと考える
ものの、手持ちの情報がないとうまく誘導で
きません。そうした場合に最も有効な誘導資
料になるのが、被疑者供述なのです。目撃供
述や被害供述と相反していない部分を利用し
て誘導することができます。捜査官は、「犯人
は×××と言っているのだけれども、この部
分は間違いないかな」と誘導し、被害供述者
や目撃供述者は、「そう言えばそのとおりでし
た」と答え、これら供述者が実際に体験・目
撃したかのように供述録取されてしまうおそ
れがあります。被疑者供述が捜査機関に有利
に利用されてしまうのであり、被疑者に供述
させることは、「敵に塩を送る」ことになりま
す。否認供述であっても、すればするほど、
でっち上げの被害供述や目撃供述を創作しや
すくなるということです。被疑者自身が認め
て供述している事実内容を誘導材料として、
まことしやかな被害供述や目撃供述がつくら
れてしまう危険性には常に留意しなければな
りません。そうすると、事実関係を争う事件

では、いかに適正に被疑者供述を録取してく
れるという前提がある場合であっても、被疑
者供述を録取させることには危険があり、調
書を作成しない場合であっても、被疑者供述
を捜査官が知るというだけで、それを資料に
して誘導できることになってしまうのです。
　私は、徹底した黙秘権行使論者で、調書へ
の署名指印拒否では足りないと考えています。
いかに取調べの可視化が実現しても、可視化
された取調べに対しても黙秘させるべきだと
考えている理由は、こうした「敵に塩を送る」
状況への懸念にあります。というのも、可視
化は、今のところ、被疑者取調べについての
み先行しているのであって、被疑者以外の参
考人などの供述録取過程を対象とはしていま
せん。そうすると、被疑者以外の供述録取にお
いて、被疑者供述を利用した不当な誘導がな
される危険性は全く解消されていないのです。
（2）被疑者取調べ対応における獲得目標
　任意性や信用性を欠く被疑者供述を防げれ
ばよい、つまり、適正な取調べの中で供述す
るのであればよいという見解が多いのですが、
これには賛成できません。被疑者供述を発生
させないように黙秘させる必要があると考え
ています。なかには、捜査段階でも、被疑者
に有利な供述を積極的に成立させるべきだと
いう論者もいます。例えば、可視化を積極利
用するべきだと言うのです。録画が始まった
瞬間に、捜査官からの質問に答えるのではな
く、自分の言葉で積極的に供述させるべきだ
というのです。私は、被疑者にそうした供述
を委ねて実現することが可能なのか疑問に思
っています。本当に可視化された機会におけ
る被疑者供述の録取をしたいのであれば、勾
留理由開示手続を利用すればよいと思います。
勾留理由開示公判における被疑者意見陳述で、
被疑者自らの言葉で語ってもらうことができ
ます。しかも、準備した書面を読み上げる形
で、弁護人も在廷する公開法廷で、被疑者供
述を録取してもらうことが可能です。これ以
上の可視化というのはあり得ないと思います。
なぜ、公開法廷ではなく、捜査機関の支配領
域内にすぎない可視化環境で供述させる必要
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があるのでしょうか。
　そもそも、現在の日本で実施が試行されて
いる「可視化」なるものは、世界の潮流から
見た「可視化」からは程遠いものです。私が
実際に見学したことがあるのは、台湾での手
続ですが、世界の潮流としては、法廷におけ
る裁判官面前での供述録取手続が実現されて
いるのです。そうすると、現在の日本の手続
の中で、世界の潮流に沿った「可視化」され
た被疑者供述録取が可能な方法とは、勾留理
由開示公判における被疑者意見陳述だという
ことになるのではないでしょうか。

被疑者取調べをめぐる状況の変化2
　黙秘権行使論者は、かつては少数派でした。
しかし、冤罪事件における取調べ実態をめぐっ
ての世論の高まり、捜査機関における通達、裁
判所における被疑者供述の取扱いの変化など
もあり、捜査段階で黙秘権を行使することが
それほど奇異なことではなくなってきました。
　足利事件については、報道などでは、主に
DNA鑑定が問題にされていますが、実際に
は、繰り返された虚偽自白の存在も重大な問
題であるといえます。ただ、足利事件での検
察官による取調べ状況を記録したテープを聞
いてみると、取調べ方法自体が直ちに供述の
任意性を否定するような厳しいものであった
という評価は難しいと感じられます。いかに
取調べの可視化が行われて、一見すると適正
な取調べがなされているからといって、虚偽
自白を完全に排除できるかといえば、必ずし
もそうとはいえないということを示している
ように思えるのです。
　そうしますと、可視化された取調べに対し
てであれば供述をしてよいと安易には言えな
いと思うのです。やはり、そもそも、被疑者
供述を存在させないということが重要だろう
と思います。

被疑者取調べに対する対応策3
（1）被疑者の供述態度の分類
①被疑者が供述するかしないか
　被疑者の供述態度を分類すると、ⅰ）供述

して調書に署名指印する、ⅱ）供述するけれ
ども調書には署名指印はしない、ⅲ）雑談も
含めて一切供述しない（黙秘）という3つがあ
ります。さらに時間軸によって、ⅰ）方針を一
貫させる、ⅱ）内容に応じて一部では拒否す
るけれども一部では応じる、ⅲ）一定の時期
を迎えた段階で選択を変更するという3つが考
えられます。一定の時期を迎えた段階で選択
を変更する場合としてありうるのは、検察官
から「この部分だけでも認める調書を作るこ
とに応じるならば起訴猶予にするから、1通だ
け応じてくれないか」など持ちかけられ、そ
の1通だけには応じるというような場面です。
② 弁護人が被疑者弁解等を提示するかしないか
　同時並行的に、被疑者供述以外の形で被疑
者弁解を提示するかどうかということも選択
しなければいけません。弁解というのは被疑
者供述という形式をとって提示する必要はな
いわけで、弁護人による提示というのも十分
可能だということです。つまり、ⅰ）弁護人
が意見書や報告書といった形で、弁解等の情
報を検察官に提示する場合と、ⅱ）弁護人も
情報提示をしない場合があります。弁護人が
情報提示する場合でも、事実関係に踏み込む
こともあるし、踏み込まずに注意則や経験則
等の指摘にとどめることもあります。例えば、
失火なのか放火なのかが問題になっている事
件の場合、事実関係には踏み込まず、火の燃え
移り方に関する科学的な情報、文献等を盛り
込んだ資料を提出して、本当に現在の証拠関
係を基に放火で公判を維持できるのかに危惧
感を抱かせるような意見を提示するわけです。
③被疑者供述をどう記録化するか
　さらに、被疑者供述の記録化には、捜査機
関による供述録取以外の形で、ⅰ）弁護人が
接見室で供述録取書を作成する場合、ⅱ）接
見メモを作る場合、ⅲ）接見の手控えのみを
作る場合に分類可能です。供述書ないし供述
録取書では、被疑者本人の自書によるか、録
取内容に相違がないことを確認した被疑者の
署名を得ることが必要になります。これに対
して、接見メモというのは、作成者が弁護人
で、被疑者の署名も得ていないものです。法
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322条1項が供述録取書に要求している被疑者
の署名がありませんので、伝聞法則との関係
で、被疑者の供述書とは同視されません。な
お、後に詳しく述べますが、ここでいう接見
メモと単なる接見手控えとは、明確に区別す
る必要があります。
（2）方針の選択
　以上の選択肢がある中で、弁護人として方
針選択をしなければなりません。
①供述態度の選択
　まず、署名指印拒否、黙秘のいずれを選択
するかが問題になります。署名指印拒否の利
点としては、黙秘よりも実践しやすいにもか
かわらず、被疑者供述が公判に証拠として顕
出されないという点では黙秘と同様の効果を
持つという指摘があります。ただ、先ほど指
摘したとおり、証拠能力を有する調書は成立
していない場合であっても、被害供述等の誘
導材料を与えてしまっているという点では、
黙秘と異なります。また、取調官が公判廷で
被疑者供述を内容とする証言をして、採用さ
れてしまう危険性もあります。つまり、被疑
者供述を内容とする取調官証言は、法320条1
項の「他の者の供述を内容とする供述」にあ
たりますが、324条1項が準用する322条1項本
文前段により、「被告人に不利益な事実の承認
を内容とするものであるとき」には、証拠能
力を認められてしまう危険性があります（東
京高判平3･6･18判タ777-240参照）。調書が成立
していないからといって、取調べに対する供
述が公判廷に絶対に顕出されないかというと、
必ずしもそうでもないということを意識して
おかなければなりません。
　黙秘の欠点としては、黙秘させるのが難し
いこと、弁解等により検察官の判断に揺さぶ
りをかけられないということなどが指摘され
ています。利点としては、被疑者供述による
制約がない公判弁護が可能となること、被害
供述等への誘導材料を与えないということな
どです。確かに、黙秘を貫かせるには難しい
点もあります。しかし、克服方法はあります
ので、後でご紹介いたします。弁解等をでき
ないとされている点については、何も被疑者

の口から弁解を述べる必要はないということ
に留意するべきです。先ほど指摘したとおり、
担当検察官や決裁官の判断に揺さぶりをかけ
ることができるのは、被疑者の口を介した情
報提供だけではありません。弁護人が公判に
おける予定主張を提示すれば、担当検察官も
決裁官も、それを前提としても公判を維持で
きるのかを検討します。
②弁護人が情報提供するかの選択
　そこで、弁護人が情報提供するか否かの選
択も重要になります。弁護人が情報提供する
ことの利点は、検察官の判断に揺さぶりをか
けられる点、特に、書面の形式で提出すれば、
担当検察官のみならず、決裁官にも直接的に
影響力を及ぼし得る点です。通常、弁護人は、
決裁官である副部長や部長に直接会うことは
できません。弁護人が口頭で担当検察官に意
見を述べても、それがどのように決裁官に伝
わるかは保証の限りではありません。しかし、
意見が書面として記録につづられれば、決裁
官が直接読むことになりますから、直接意見
を述べるのと同じです。ですから、弁護人が書
面を書く場合、一読した決裁官にも影響力を
与えやすいように書く必要があります。決裁
官が一読して、公判維持に不安を覚えさせる
書面を作成することが重要です。事情を熟知
している担当検察官だけが読むという前提で
はなく、決裁官が単体として読んでも理解で
きるような意見書を書くべきです。決裁官が
一読して、弁護人のケースセオリーに基づく
事件像が分かるように作るわけです。客観的
事実を羅列しているように見せながら、実は
評価を含んだ形で情報の取捨選択をして、ケ
ースセオリーに沿った事件像を提示し、さら
には弁護人の見解も主張するということです。
③被疑者供述の記録化方法の選択
　接見室で被疑者供述を証拠化する場合、被
疑者の自署の有無により証拠能力の存否が異
なってきます。特信性があれば、法322条1項
本文後段で採用されるものなのかどうかとい
う点です。この点では、自書による供述書や
自署がある供述録取書の方が証拠能力を認め
られやすい側面はあります。しかし、自書・
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自署を得るための差し入れ・宅下げの過程で、
捜査機関にコピーを取られて、内容が筒抜け
になってしまうおそれがあります。
　それでは、被疑者の自署によらず、その自
署も得ない接見メモで証拠価値があるのでし
ょうか。ここでいう接見メモは、弁護人の供
述書です。被疑者供述の録取書ではあります
が、先に説明したとおり、被疑者の署名押印
がありませんので、いわゆる二重の伝聞性を
除去できず、伝聞法則との関係で、被疑者の
供述書とは同視されません。ですから、一般
に、接見メモの作成を励行するように推奨さ
れますが、伝聞法則の適用がないとされる少
年審判などでない限り、接見メモをその記載
内容自体を立証する証拠として提出すること
はできません。しかし、弁護人が証人となっ
て、「被疑者が接見室で×××と述べていた」
と証言した際、後付け供述であるとする検察
官からの弾劾に対しては、以前の一致供述が
あることを示す非供述証拠として、伝聞法則
による制限を受けずに提出することが可能で
す。このように、以前の一致供述が伝聞法則
の制限を受けずに提出できることについては、
後藤昭・白取祐司編『新・コンメンタール刑
事訴訟法』（日本評論社）での328条の評釈部
分〔後藤昭執筆〕などを参照してください。
　もう少し具体的に言いますと、まず、被告
人が公判廷で弁解を述べます。これに対して、
検察官は、証拠開示後に証拠に沿うように後
付け的に創作された弁解内容であって信用で
きないという弾劾をし、その証拠として、特
に被疑者が黙秘していた場合、捜査段階で当
該弁解が述べられていなかったことを指摘し
ます。この弾劾に対して、被告人の弁解の信
用性を回復するため、弁護人が証人となり、
「被告人は、接見室でも同様の弁解を述べて
いた」と証言します。この証言は、形式的に
は、「他の者〔被疑者〕の供述を内容とする供
述」（法320条1項）にあたりますが、被告人の
公判供述との関係では、被告人の以前の一致
供述の存在を立証するために提出されていま
すので、「他の者〔被疑者〕の供述」を非供述
証拠として利用していることになり、伝聞証

言にはなりませんので、証拠能力を認められ
ます。この回復立証に対して、検察官は、改
めて「弁護人の証言は、後付け的なものであ
って信用できない」という弾劾をしてきます。
この弾劾に対して、弁護人は、弁護人が以前
〔捜査段階〕にも被疑者から同様の弁解を聞い
たと述べていたこと、つまり、弁護人の以前
の一致供述の存在を立証するために、弁護人
の供述書である接見メモを提出します。この
接見メモは、形式的には、「他の者〔被疑者〕
の供述を内容とする『〔弁護人〕供述に代え
〔た〕書面』」として法320条1項の適用を二重
に受ける、つまり、二重の伝聞性を有してい
るように見えますが、弁護人の以前の一致供
述の存在を立証するために利用する限りでは、
弁護人供述と被疑者供述のいずれも供述証拠
として利用するものではないので、何ら伝聞
証拠ではありませんので、証拠能力が認めら
れます。以上のように、伝聞法則の下で接見
メモを証拠とするためには、以前の一致供述
という非供述証拠としての利用であって伝聞
証拠にはあたらないという論理を2回使うこと
になります。
　ここで注意しなければいけないのは、接見
メモと、接見手控えは明らかに違うものだと
いうことです。接見メモというと、弁護人の
手控えとしてのメモを取っておけば、後で証
拠にできる場合もあるから、取りあえず確定
日付も取っておこうと考える人もいるのです
が、そのような戦略なき作成方法では、後で
証拠として利用できることを期待できません。
簡潔に言えば、公判で証拠提出することを意
識して録取情報を取捨選択した上で、作成し
なければいけないということです。さらにい
えば、弁護団内部での情報共有手段とするよ
うな発想で作成してはいけないのです。一般
によく作成される接見メモというのは、共同
受任して弁護団を結成している場合に、弁護
人間で接見内容を共有するために作成して相
互に送信し合うものです。これは、弁護団が
共有したい情報を共有するためのもので、結
果的に、それを証拠として提出できる場合が
あるという発想です。しかし、弁護団が共有
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した情報をそのまま公判廷に証拠として顕出
させたいと考えることがどれほどあるでしょ
うか。そもそも、なぜ捜査段階で被疑者に供
述させたくないかといえば、記憶もあいまい、
密室で誘導にも乗りやすい、開示記録との整
合性も確認できない状況で、供述を固定させ
たくないからです。にもかかわらず、接見メ
モを作成する際にも、被疑者が供述したこと
全てをそのまま記録するというのでは、その
内容は、結局、捜査段階での被疑者供述の問
題性をそのまま反映したものにしかなり得ま
せん。
　ですから、「手控え」と一致供述として利用
する「接見メモ」とを明確に分けて考え、接
見メモには、後に証拠として利用できる情報
だけを取捨選択して録取するようにしなけれ
ばなりません。既に説明したとおり、そもそ
も、接見メモは、証拠採用されたとしても、
弁護人証言との関係での「以前の一致供述」
としてしか利用できませんから、記載内容自
体を詳細にする実益はあまりありません。以
前の一致供述が存在するということさえ証拠
化しておけばよいのですから、あまりこと細
かに記載することで、かえって足元をすくわ
れることのないようにしなければなりません。
　ただし、被疑者の体調が悪い、食事もでき
ておらず不安だというような違法捜査に対す
る受け止めとしての主観的事情は、積極的に
記載しても、後に矛盾を生じることは考えに
くい内容です。食事をしているのに「食事も
できない」というような客観的事情に符合し
ない内容でない限りは、記載することに支障
はありません。一方、事実関係に関する細か
な情報については、詳細に記載する必要はあ
まりありません。証拠開示後にでっち上げた
弁解だという弾劾に反論できる程度での記載
があれば十分です。しかも、被疑者の記憶が
明確な内容と記憶が不明確な内容とでは用紙
を分けて記載するべきです。同じ用紙に書い
てしまうと、一部でも他の証拠と整合しない
と、全部提出できなくなってしまうので、後
にも動揺しないであろう内容のみを1つの用紙
に記載し、それほど硬くない内容については、

用紙を分けて記載する必要があります。
　実際、私が作成する接見メモは非常に簡素
で、ほとんど1項目1行ないし3行の羅列になっ
ています。端的な箇条書きにして、およそス
トーリー性がない形式で記載しています。接
見メモの記載内容自体から信用性を高めよう
とは考えず、証拠開示以降の後付け主張であ
るとする弾劾に対して反論することさえでき
ればよいという視点で記載しています。
　そして、後付け主張であるという弾劾に反
論し得る証拠とするには、確定日付を得てお
くことが重要です。一番安価なのは、書面に
50円切手を貼って郵便局で消印を押してもら
うという方法です。メモが2枚を超えたら、頁
の継ぎ目に郵便切手を貼り、2頁をまたいで押
してもらうように頼みます。2枚分が50円で済
み、しかも消印で契印してくれますから、一
体性の立証にもなります。職印で契印しても、
事後的に押印したという反論を招きますから、
消印で契印してもらい、確定日付を得るのは、
複数枚にわたる書面については、極めて有用
であると思います。また、手書きした書面に
ついては、そのコピーに確定日付をもらうよ
うにしましょう。そうしないと事後的な加筆
を疑われます。さらに言えば手書きの原本も
残しておくべきです。例えば、青色のインク
で書き、それを白黒コピーすれば、事後的な加
筆はないということを対照しやすくなります。

黙秘の実践に向けて4
（1）黙秘の意義を説明
　被疑者に黙秘を実践させるのは難しいとい
われます。しかし、実は、被疑者による黙秘
が失敗する最大の原因は、弁護人自身が黙秘
の意義を理解していないことに基づくことが
多いのです。弁護人に、黙秘には意味がある
のかという疑問があると、それが被疑者に伝
わり、被疑者も黙秘という方針に疑問や不安
を覚え、黙秘を維持できなくなってしまうの
です。ですから、まず、被疑者に黙秘権行使
を勧める弁護人自身が、黙秘について、弁護
方針として最善の選択であるということを理
論的にも実務的にも明確に理解しておくこと
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が何よりも重要です。黙秘の利点、黙秘せず
に署名指印拒否だけする場合の欠点を弁護人
が深く理解しておくことこそ、揺るぎない黙
秘につながると思います。
　弁護人として、被疑者に対し、黙秘の積極
的効果を腑に落ちるように説明するためには、
弁護人自身に揺るぎない自信と理解が必要で
す。弁護人自身が腑に落ちていないままで説
明や教示を進めたのでは、被疑者も真に迫っ
た理解に至るわけがありません。接見の際に
「黙秘しよう。では、また来るから」という程
度の説明で終えてしまうと、だいたい失敗し
ます。捜査機関は、すぐに、被疑者に対して、
「黙秘なんかして大丈夫なのか」という揺さぶ
りをかけてきます。「お前の言い分を聞いてや
ろうと言っているのだから、言わない方が損
に決まっているじゃないか」と説得してきま
す。そうすると、結論として黙秘がよいと聞
いているだけの被疑者ですと、揺らぎ始めて
しまいます。捜査官から、黙秘を撤回させる
ための妨害作戦をいろいろと仕掛けられるけ
れども、黙秘の方が有効なのだということを
事前にきちんと予言して説明しておかなけれ
ばいけません。
　実践的には、黙秘しないで供述してしまう
と公判でどのような結果になるかを具体的に
予言しておく必要があります。捜査段階供述
と公判供述との間でのささいな齟齬を検察官
から反対質問で執拗に追及されることや公判
で修正すれば裁判官に理解してもらえると考
えているかもしれないけれども現実にはそう
ではないことなどについて、模擬実演も含め
て、具体的に予言しておかなければなりませ
ん。こうした内容を被疑者に分かりやすく説
明できるかどうかが黙秘を成功させることが
できるか否かの鍵となります。黙秘という方
針を被疑者に受動的に理解させただけでは、
絶対に成功しません。被疑者自身が黙秘を最
善の方針として主体的に選択できるまで、時
間をかけて説明する必要があります。被疑者
が、自ら内在的な理解をしなければ、黙秘を
成功させることはできません。
（2）動揺要因の事前の除去

　弁護人は、被疑者に黙秘の撤回を促す心理
的圧迫として生じうる要因（動揺要因）を事
前に予見した上で、被疑者に対し、そうした
要因の発生を予言し、そうした要因に動揺さ
せられては不利になることを明確に説明して
おく必要があります。
①動揺要因となる言動を発する主体
　捜査官や勾留質問担当裁判官などが動揺を
誘う言動をとるおそれがあります。勾留質問
担当裁判官の「裁判官の私にも話さないんだ」
というようなちょっとした一言で、「裁判官に
は供述すべきだ」と思い込まされてしまうな
ど、いろいろなことが起こり得ます。留置担
当者や同房者から余計な入れ知恵がされる場
合もあります。
　最も危険なのは、共同弁護事件で、共同受
任している弁護人間で黙秘が重要であるとい
う合意を徹底できていないために、弁護人の
一部が内心「黙秘ではなく、弁解を供述させ
た方がよいのではないか」と思っていて、そ
うした心情が接見の際に被疑者に伝わってし
まうことです。被疑者から「黙秘でいいんで
すよね」と尋ねられたのに対して、弁護人が
「そういう方針でやっている」というような奥
歯に物が挟まったような言い方で返答してし
まうと、被疑者に動揺が生じます。弁護団内
部できちんと合意形成を徹底しておかないと、
被疑者に迷惑を掛けます。
②動揺要因として予想される内容
　捜査機関などによって、被疑者を動揺させ
るために、黙秘することによる不利益が殊更
に強調されたり、供述への利益誘導がされた
り、弁護人との信頼関係を破壊するような言
動がなされたりします。ですから、被疑者に
は、予想される内容を具体的に予言し、動揺
など無用であることを忠告しておくべきです。
「明日、刑事は、『あんな弁護士でいいのか。
黙秘していれば、時間が長くかかるから、そ
れでたくさんの金をもらおうと思っているだ
けじゃないのか。そんな弁護士を信頼できる
のか』などと言ってくるだろう」といった形
で、予想される場面を具体的に描写して予言
してあげることが重要です。「黙秘すると不利

講演録：捜査段階の刑事弁護～その理論と実践

D98233_42-53.indd   49D98233_42-53.indd   49 13/07/08   16:3813/07/08   16:38



NIBEN Frontier●2013年8・9月合併号50

益だと言われたり、弁護人との信頼関係を破
壊するようなことを言われたり、利益誘導さ
れたりするかもしれないけれど、それに屈し
ては駄目だ」といった抽象的な説明では、説
得力はありません。
　人間は、知らないことにぶつかると最も動
揺します。既知事項であれば、弁護人が予告
してくれたとおりだと受け止めることができ、
動揺しません。捜査官が話す内容を予言でき
れば、取りも直さず、捜査官がマニュアル的
対応に終始していることを示すことができま
す。捜査官は、大抵、被疑者に対して「お前
のためを思って言っているんだ」と言います。
しかし、本当は、どの被疑者に対しても、同
じことを言っているということ、つまり、捜
査官が被疑者一人ひとりのことを考えて発言
しているわけではなく、マニュアルに従った
対応をしているだけだと知ってもらうことが
できます。予言可能であるということは、捜
査官がマニュアル的対応をしていることの証
拠になります。
　黙秘を動揺させるのが捜査官の仕事である
とされていることを、弁護人としても明確に
理解する必要があります。これは、Winnyで
流出した愛媛県警の被疑者取調べ要領を見れ
ば明らかです。捜査官が決して被疑者による
否認供述に動揺してはならないことが明記さ
れています。
　黙秘を動揺させる要因に関する予言を具体
的にし、被疑者にとって既知事項の体験にす
ぎなくすることが動揺を防ぎます。予言が的
中すると、次の接見に行ったとき、「先生が言
っていたように、先生の悪口を言ってきまし
た」などと感心されます。本来、被疑者は、
弁護人の悪口を言われると動揺するはずです
が、悪口を言われるはずだという予言が的中
したことで、かえって、弁護人に対する信頼
感が強まり、黙秘という方針にも自信を高め
ることができます。
（3） 耐え続けなければならないと感じる

時間の極小化
　人間は、耐えなければならないと感じる時
間が長くなれば長くなるほど、耐えるのが難

しくなります。ですから、当初は、朝晩の接
見を連日繰り返すことで、少なくとも、数時
間後の接見までは黙秘を続けようというよう
に、耐えなければならない時間を短くして、
耐えることの負担感を減らすように努めます。
慣れてくれば、耐える時間を延ばせるように
なります。
　また、目標のハードルを下げることも重要
です。「次の接見まで黙秘という約束を守って
くれればいい。どうしてもしゃべりたくなっ
たら、しゃべってもいい。でも、しゃべりた
くなったら、まずは、僕と接見して、しゃべ
ることにしたと報告してからしゃべるように
してほしい。接見で報告する前には、しゃべ
らないでほしい」という形で、完全に「しゃ
べらない」という約束ではなく、「しゃべって
もいいけれど、その前に報告してほしい」と
いうように緩やかな約束を設定します。もち
ろん、実際に、接見で「しゃべりたい」と言
われた際には、説得して、黙秘を維持させる
ことになります。こうすることによって、目
標のハードルを下げて、実現しやすくします。

適正な供述の録取の確保5
（1）適正な供述録取の確保は可能か
　既に述べたところですが、いかに取調べの
可視化を前提にしても、供述録取が適正化さ
れるかは疑わしいと思います。
　近時注目されるのは、検察官が法227条に基
づく第1回公判期日前の証人尋問による供述録
取に積極的になっているということです。平
成16年の刑訴法改正で法227条に基づく証人尋
問の要件が緩和されたことによります。共犯
事件では、被疑者についても、共犯被疑者と
の関係では「被疑者以外の者」にあたるもの
として、法227条に基づく証人尋問を通じて調
書が作成されるおそれがあります。
　この法227条に基づく証人尋問手続について
は、弁護人に立会権が認められていないこと
に重大な問題があります。検察官と裁判官の
みの立会いで実施され、実質的な反対尋問権
の保障が一切ないにもかかわらず、その尋問
調書は、法321条1項1号の裁判官面前調書とし
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て、非常に緩やかな要件で証拠能力が認めら
れてしまいます。なお、法227条に基づく被疑
者の共犯者としての参考人供述録取に関する
問題点については、伊藤睦「裁面調書」季刊
刑事弁護70号（2012年）33頁で詳論されてい
ますので、ご参照ください。
　いずれにしても、共犯事件の場合、弁護人
の了解も立会いもなしに、法227条に基づく証
人尋問によって被疑者の裁面調書が作成され
ることがあるということも視野に入れた対応
が必要です。
（2）可視化のもとで黙秘することの意義
　取調べが可視化された環境でも黙秘するこ
との意義についても一言触れておきたいと思
います。黙秘している状況が裁判員に示され
ると、裁判員の心証に悪影響を与えるのでし
ょうか。捜査官から「今日も話してくれない
の。君の言うことはきちんと聞いて調書にす
るから話してよ」などと説得されているにも
かかわらず、黙秘を続けている被疑者の様子
を映したビデオ映像を観た裁判員は、どのよ
うな心証を抱くのでしょうか。
　私は、そもそも、そうした映像の証拠能力
を否定するべきだと考えています。黙秘権の
効果として、被疑者が黙秘している事実から
被疑者に不利益な推認をしてはいけない以上、
証拠としての関連性を欠くからです。しかし、
この証拠能力否定説が簡単に受け入れられる
かは保証の限りではありませんし、供述経過
を示す証拠として証拠能力が認められてしま
うおそれもなしとしません。
　黙秘している被疑者の姿が裁判員にはどう
映るのかについて、私は、まだ明確な答えを
出すことができません。どのような影響があ
るのかについて、今後の実例の蓄積にも注視
していく必要があると思います。もっとも、
一方で、被疑者に対して執拗に供述を求める
捜査官の姿が裁判員にどう映るのかも重要で
す。実例を知らないので、確実なことは言え
ませんが、足利事件の例を挙げるまでもなく、
被疑者の有罪を確信している捜査官による取
調べでは、いかに穏やかな言動を用いても、
虚偽自白を誘導してしまうことがありうると

いうことを裁判員も完全に否定しはしないと
思います。ですから、弁護人の指導によって
黙秘するというのは十分にあり得る方針であ
るということを、裁判員に正面から説明する
しかないと思います。裁判員に対して、黙秘
が正当な方針であるにもかかわらず、捜査官
がそれを崩そうと執拗に働きかけていたこと
方がよほど不公正であると説得することにな
るでしょう。
（3）勾留理由開示手続の積極的活用
　既に述べましたが、勾留理由開示公判にお
ける被疑者意見陳述を積極的に活用すること
を検討するべきです。特に、東京地裁におけ
る運用では、用意した意見書がそのまま記録
に編綴され、勾留理由開示公判手続調書に
「被疑者の意見要旨は、添付の意見書のとお
り」というように記載されます。言い間違え
るなどして書面のとおりに供述できなくても、
書面に記載されたとおりに供述がされたとい
う調書が残ります。どんなに公判廷であがっ
てしまい上手にしゃべれない被疑者であって
も、意見書を準備して読み上げてもらえば、
それがそのまま調書化され、可視化された環
境での被疑者供述の証拠化が図れるというこ
とです。
　さらに、副次的効果として、以下の点を指
摘しておきます。家族が勾留理由開示の請求
者になると、その請求者である家族にも意見
陳述権があります。例えば、請求者である被
疑者の妻に「私は夫を信じています」と法廷
で訴えてもらうと、それを被疑者も面前で聞
きますから、非常に強い勇気付けとなります。
　また、被疑者にとって、法廷で意見陳述す
る弁護人の姿を目の当たりにするということ
も、黙秘を続ける上でかなり重要です。被疑
者は、通常、接見室でしか弁護人に会えませ
んから、弁護人が活動する姿を見ることはで
きません。「先生は、頑張っているとは言って
いるけれど、実際には何をしているのだろう」
と不安になることもあります。法廷で意見陳
述している姿は、弁護人からすれば、必ずし
も、そうした場面に重点を置いて活動してい
るわけではありませんから、強く意識しては
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いませんが、被疑者からすれば、そこでしか
弁護人の活躍する姿を見ることができません
ので、強い感銘力を与える重要なものです。
被疑者を精神的に援助するという意味でも、
勾留理由開示公判における弁護人の意見陳述
は非常に重要です。

Ⅵ 証拠収集活動

情状資料1
　事実関係を争わない事件での証拠収集活動
の中心は、被害者対応と再犯防止策の提示に
なります。検察官や裁判官を納得させるには、
今回の犯行原因を明らかにした上で、そうし
た原因を除去できる方策を具体的に指摘でき
ることが重要になります。

無罪証拠2
　無罪主張をするならば、被疑者取調べにお
ける取調官の発問内容や、勾留理由や勾留期間
延長理由の詳細な把握を通じて、捜査機関が収
集済みの証拠関係では有罪立証にどのような
脆弱性があると考えているのかを予測し、それ
をもとに、適切な対応を取る必要があります。
　私は、捜査段階では、弁護人が積極的に無罪
証拠を収集ができる場面というのはそれほど
ないと考えています。結局、弁護活動として
は、公判で検察官が取調べ請求した証人の証
言を弾劾することが中心になりますが、検察
官が取調べ請求しそうな証人に捜査段階から
接触して、何か活動するというのは非常に難
しいと思います。安易に接触すれば、証人威迫
をしたなどとして、懲戒請求されるおそれも
あります。懲戒請求されると、もちろん弁護人
自身にとっても不都合ですし、それは、結局、
被疑者に迷惑を掛けることにもつながります。

Ⅶ おわりに

　捜査段階における弁護活動全般をテーマと

するようにとのことでしたが、黙秘権行使の
目的論と実践論を中心とさせていただきまし
た。駆け足になりましたが、一応ここで区切
りとさせていただきます。ご清聴ありがとう
ございました。

Ⅷ 質疑応答

質問 　例えば国選事件で初回接見に行った、
その被疑者に黙秘させるかどうかとい

う判断をする際に、どのような事件で黙秘さ
せるかという判断基準を、どのように考えて
いらっしゃるでしょうか。

講師 　少なくとも、構成要件該当事実に争
いがあり得る場合については、それが

どんなに細かなことであっても、基本的には
黙秘を選択するべきであると考えています。
どうしても弁解内容を検察官に提示したく、
それにメリットがあるのであれば、弁護人か
ら提出すればよいのであって、被疑者の口を
通じて伝える必要はないと考えています。

質問 　先生が黙秘を勧めた被疑者・被告人
で、最後まで黙秘を続けられたのは何

パーセントくらいですか。

講師 　約80%です。黙秘を撤回したのも、相
談した上で撤回した場合が多いです。

なし崩し的に撤回するということはないよう
にしています。被疑者としては、少年がもっ
とも優秀です。大人の方が揺らぎがちです。
大人でも家族との関係がしっかりしている人
は、黙秘を貫ける傾向があります。

質問 　黙秘を続けさせるために大きいのは
やはり接見回数でしょうか。どれぐら

いの頻度で行かれているのでしょうか。

講師 　おっしゃるとおりです。あとは実現
可能性の問題です。やはり、初めは連

日朝晩です。徐々に、被疑者から黙秘の方針
を積極的に認める話をしてくるようになると、
晩だけの接見に変え、さらに、1日置きにとい
うように、間隔を空けることが可能になって
いきます。 
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